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第１章 序論 
1.1 背景 
 近年、下水道普及率の伸びや下水の高度処理の増加に伴い、下水汚泥の発生量
が増加し，埋立て処分場の確保が困難となっている。最終処分場の負荷軽減や循
環型社会の形成に向けて、下水汚泥の埋立て処分量の減量化が図られている。現
在、下水汚泥は 80%近くがリサイクル活用されているが、建設資材利用、緑農
地利用、セメント用原料等のリサイクルが大半を占めている状況である。 
 一方、新たな取組みとして、焼却処理により発生する灰と樹脂を用いた補修材
料がマンホールなどの補修補強に適用されている。本工法は、弾性係数は低いが、
耐酸性に優れる断面修復材を劣化した部材の代替として塗布し、耐荷力と防食
性能を確保するという特徴を有する。 
 マンホール等管路施設の劣化部を対象とした本工法による補修・補強に関す
るこれまでの実験から、マンホールのコンクリート管に焼却灰混入樹脂補修材
を塗布することで、破壊強度が向上することを確認している。ただし、補修材の
境界面の挙動、内部のひび割れの発生・進展については把握できていない。 
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1.2 目的 
 本研究は、上述のような背景から、AE（アコースティック・エミッション）
法を用いて、断面補修したコンクリート部材の境界面挙動に関する検討を行っ
たものである。コンクリートと樹脂系補修材が複合材料として機能するために
は、一体性を確報する付着性能が重要である。また、従前技術である高い弾性係
数の材料による補強とは違った耐力向上メカニズムとなっていると考えられる。
そこで、本研究では、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の挙動を解析し、コ
ンクリートに対して低い弾性係数の部材による補強を行った場合の複合材料に
おける応力伝達メカニズムについて考察する。 
 
1.3 本論文の構成 
 本論文は全 5章から構成されており、各章の概要は以下の通りである。 
 第 1章「序論」は、本研究の背景および目的について述べたものである。現在
の日本国内における下水汚泥の処理の実態、断面修復材の利用状況、さらに、各
種補修工法の特徴について整理し、本研究の流れを示している。 
 第 2章「既往の研究」は、焼却処理により発生する灰と樹脂を用いた補修材料
の物理的性質や補修補強効果に関する既往の研究をとりまとめたものである。
なお、本研究では修復したコンクリート部材の境界面の挙動を把握することを
課題として研究を進めている。 
 第 3 章「断面補修したコンクリート部材の 4 点曲げ試験」は、部材寸法 100
×100×400mm の角柱試験体を用い、補修厚が違う（5mm、10mm、20mm）
樹脂系補修材により断面補修したコンクリート部材の曲げ耐荷挙動に関する実
験および実験結果の分析である。補修材料（樹脂系、モルタル系）、補修厚を要
因とした試験体の耐力を比較し、また、AE法により補修材とコンクリートの境
界面の挙動、微小ひび割れの発生過程を検討した。 
 検討の結果、樹脂系補修材の補修厚の増加に伴い、補修試験体の曲げ強度が大
きくなり、また、補修厚 20mm の試験体はせん断破壊、補修厚 5mm および
10mm の試験体は引張破壊を呈し、補修材の引張抵抗力により相異する破壊形
態を示した。なお、荷重増加に伴う変形量の測定から、補修したコンクリート部
材は一般のコンクリートに比べ、ひび割れの成長を抑制していると考えられる。
さらに、AE-SiGMA 解析により、樹脂系補修材により補修した部材は一般のコ
ンクリート部材に比べ、最初のひび割れが補修材とコンクリートの境界面から
発生し、コンクリート部材の上部へ移行、終局時に補修材が引張破壊することを
明らかにしている。また、最大耐力に達するまで、コンクリートと樹脂系補修材
の境界面の一体性は十分に確保できることを示した。なお、補修厚 20mm の場
合、樹脂系補修材はコンクリートより高い耐荷力を有していることから、補修材
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の強度に達する前にコンクリートが斜めひび割れを生じて破壊したことを確認
した。 
 第 4 章「断面補修したコンクリート部材の曲げ耐荷挙動の評価」は、第 3 章
で得られた使用材料の物性値を入力値として、コンクリート上縁応力および補
修材応力を算定し、樹脂系補修材の最適補修厚を推定したものである。また、断
面補修したコンクリート部材の曲げ耐荷挙動を評価した。 
 算定に当たっては、コンクリートの圧縮強度、引張強度、静弾性係数、引張限
界ひずみ、およびコンクリートの引張抵抗特性、ならびに試験体の部材厚、部材
幅を入力値とし、圧縮合力および引張合力を導出した。 
 検討の結果、樹脂系補修材により補修したコンクリート部材では、補修材厚が
終局曲げ耐力に及ぼす影響が顕著であることを示した。また、補修厚 20mm の
試験体を用いた実験結果から、境界面位置のせん断応力は 3.6 MPa以上有して
おり、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の一体性は十分であることが明ら
かになっており、これらを踏まえ、実際の施工条件（コンクリート部材厚、チッ
ピング、プライマー、接着剤の有無など）に応じた、合理的な補修厚の算定方法
を提案した。 
 第 5章「結論」は、本研究で得られた成果を総括するとともに、今後の課題に
ついて述べたものである。 
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第 2 章 既往の研究 
2.1 下水汚泥焼却処理により発生する灰と樹脂を用いた補修材料の物理試験 
（1）実験概要 
 現在、下水汚泥焼却処理により発生する灰と樹脂を用いた補修材料がマンホ
ールなどの補修補強に適用されている。本試験は、一般的なセメントモルタル物
性との比較を目的として，本工法で使用している断面修復材だけではなく，トッ
プコートや防食被覆材についても物性試験を行った．また，さらなる強化方法に
ついて補強部材の検討を行った． 
 実施した試験の内容を表－2.1に示す． 
 
表－2.1 試験項目 
 試験規格 試験サンプル 数量 
曲げ試験 JIS K 7171：2008 
「プラスチック‐曲げ特性の求め方」 
断面修復材 6 
防食被覆材 6 
トップコート 6 
引張試験 JIS K 7113：1995 
「プラスチック‐引張特性の試験方法 
第一部：通則」 
断面修復材 6 
防食被覆材 6 
トップコート 6 
付着力試験 建研式接着力試験 断面修復材 16 
 
（2）結果および考察 
 本工法用材料の物性まとめ、モルタル性能は表－2.2、表－2.3 のとおりであ
る。 
 
表－2.2 本工法の物性まとめ 
 断面修復材 防食被覆材 トップコート 
曲げ強度  （N/mm2） 30.1 43.0 73.1 
曲げ弾性率（N/mm2） 5930 4800 4060 
引張強度  （N/mm2） 11.6 12.1 34.0 
伸び率 （％） 0.1 0.3 0.9 
付着力 （N/mm2） 
2.73 
コンクリート破壊 
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表－2.3 モルタル性能 
項目 セメントモルタル 
引張強度  N/mm2 2.0 
圧縮強度  N/mm2 40 
弾性強度  N/mm2 35,000 
熱膨張係数 ×10-5/℃ 1.0 
比重 3.0 
対コンクリート接着性 2.0程度 
 
本実験から、エポキシ樹脂系モルタルによる高い引張強が、コンクリート管体
の強度向上に関与していることが予想される。 
脆性破壊するコンクリートと異なり、エポキシ樹脂系である補修材料は伸び
も大きい。ひずみゲージで示されるコンクリート破壊ひずみ発生時には、界面に
接着している本工法材料は破壊していないと予想され。コンクリート層で破壊
が生じても樹脂層は破壊せずに耐え、結果として破壊強度が向上する可能性が
ある。 
 
（3）まとめ 
本試験から、エポキシ樹脂系補修材は一般のセメントモルタルに比べ、高い引
張強度と伸びを有しており、コンクリートの接着面において、クラックの成長を
抑制していると予想される。 
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2.2 下水汚泥焼却処理により発生する灰と樹脂を用いた補修材料の曲げ試験 
（1）実験概要 
 下水汚泥焼却処理により発生する灰と樹脂を用いた補修材料の物性試験結
果により、エポキシ樹脂系断面修復材を適用したコンクリート管体は圧縮強度
の向上が確認された。メカニズムを解明するために、本断面修復材を塗布したコ
ンクリート平板について曲げ試験を行い、強度、クラックの発生状況、ひずみな
どについて検討を行った。 
各試験片に対して実施する試験方法について表－2.4に示す。曲げ試験は，単
純な曲げ荷重を受ける材料の挙動を測定する試験であり、試験片を 2 本の支持
棒で支え、中央に荷重をかける。最大応力と最大ひずみは荷重の増分によって計
算される。各試験片 3 本の内 1 本は圧縮側にエコロガード工法材料を配置し、
試験を実施した。試験方向概略を図－2.1に示す。 
 
表－2.4 試験片を試験方法 
No. 樹脂塗布厚 コンクリート厚 試験方法樹脂配置 
1 14 84 下 
2 14 84 下 
3 14 84 上 
4 7 89 下 
5 7 88 下 
6 7 88 上 
7  100  
 
 
図－2.1 試験方向概略図 
 
また、ひずみゲージの貼付け位置を図－2.2に示す。試験片に貼付けたひずみ
ゲージより、厚さ方向に対するひずみの変化を確認した。 
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図－2.2 ひずみゲージ貼付け位置 
 
（2）結果および考察 
曲げ強度は、破壊荷重より求める。JIS A 1106「コンクリートの曲げ強度
試験方法」では、曲げ強度の算出方法を次式により算出するよう決めている。 
𝑓𝑏 =
𝑃 × 𝑙
𝑏 × ℎ2
 
試験結果を表－2.5に示す。 
 
表－2.5 曲げ試験結果 
No. 樹脂塗布厚 
(mm) 
樹脂方向 破壊荷重 
(kN) 
曲げ強度 
(N/mm2) 
破壊個所 
1 14 下 39.3 12.28 支点 
2 14 下 26.8 8.37 支点 
3 14 上 12.5 3.90 中央下 
4 7 下 17.7 5.76 支点 
5 7 下 32.4 10.77 中央下 
6 7 上 14.0 4.65 中央下 
7   17.4 5.44 中央下 
 
 通常、曲げ試験では中央部が破壊するが、試験結果において、No.1、2、4は
支点で破壊している。コンクリート単体では発生しなかったため、本工法のエポ
キシ樹脂系モルタルにより強化され、試験片の脆弱部分が先に圧縮破壊されて
しまったものと考えられる。 
 曲げ試験ひずみ結果を図－2.3 に示す。一般的にコンクリートは 200 𝜇𝜀程度
でクラックが発生する。一方、本工法を用いた試験結果を見ると、樹脂層が 200 
𝜇𝜀を超えても破壊に至らず、200 𝜇𝜀までコンクリート単体と同様の傾きを保ち、
200 𝜇𝜀到達後、急激にひずみが増大している。この状態で樹脂層の破壊ひずみ
は 1000 𝜇𝜀以上であるため、破断しておらず、クラックの成長も抑制され、破壊
するまで荷重が増加することが確認された。 
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 （a）塗布 14mm 樹脂下側 （b）コンクリート単体 
図－2.3 曲げ試験ひずみ 
 
（3）まとめ 
本工法補修材を部材の引張応力発生側に配置すると、著しく強度が増加した。
樹脂断面補修材の厚さが厚いものほどその効果は高い傾向があり、強度向上に
期待できる。 
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2.3 AE（アコースティック・エミッション）法 
（1）AE法とは 
 弾性体内に微細ひび割れが形成されるとき、それまでに蓄積されていたひず
みエネルギーの大部分はクラック面の形成に消費されるが、一部は音や弾性波
などとなって解放される。この時のクラック形成やエネルギー解放によって発
生する弾性波動現象を、アコースティック・エミッション（AE）と呼ぶ。この
ことから、AE 波は微細ひび割れの形成に関する情報を有しており、AE 波を検
出し、分析を行うことで、弾性体の破壊機構解明につながる。特に、コンクリー
ト構造物のひび割れ診断は重要なテーマとなっており、AE法に対する期待が大
きい。 
 
（2）AE発生源の位置標定 
 AE法では、弾性体表面に AEセンサを取付けし、AE信号を検出する。AE信
号は非常に微小で広い周波数域を持つため、高感度の計測を行う場合は、AEセ
ンサの共振周波数を利用し、AE センサの共振点付近の周波数成分を検出する。
検出された AE 信号は増幅器によって増幅された後、計測機によって記録され
る。記録された AE信号に対し、振幅値や平均周波数など多くの AEパラメータ
が定義されている。AE法とは、弾性体内で発生した AE現象を AEセンサで記
録し、得られた AEデータを用いて破壊機構を推定する手法である。 
 図－2.4 に AE 波が弾性波として AE センサまで到達する過程を示す。AE セ
ンサに最初に到達するのは縦波であり、その後に横波、表面波の順に伝わる。 
 
 
図－2.4 AE波動の伝播過程 
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 AE発生源の位置標定は、各 AEセンサが AE信号を検出した時間差を利用
して行われる。縦波の速度を𝑉𝑝として AEセンサ𝑇0の位置を原点とする三次元
座標系を図－2.5に示す。図中の Sは AE発生源であり、AEセンサ𝑇1、𝑇2…𝑇𝑁
での縦波の到達時間とセンサ𝑇0への到達時間𝑡0との時間差を𝑡1、𝑡2…𝑡𝑛とする。
座標原点センサ𝑇0とセンサ𝑇𝑖の距離を𝑅𝑖とすると、以下の関係式が得られる。 
 
𝑅𝑖 − 𝑅0 = 𝑉𝑝𝑇𝑖  (𝑖 = 1、⋯、𝑁) 
𝑅𝑖 = √(𝑥 − 𝑎𝑖)2 + (𝑦 − 𝑏𝑖)2 + (𝑧 − 𝑐𝑖)2 
𝑅0 = √𝑥2 + 𝑦2 + 𝑧2 
 
 しかし、この式は非線形系方程式であり、この式を平方し番目の式の差を取
ることで以下のような線形連立方程式が導かれる。 
 
𝐴𝑖𝑗 + 𝐵𝑖𝑗 + 𝐶𝑖𝑗 + 𝐷𝑖𝑗𝑣𝑝
2 = 𝐸𝑖𝑗 
𝐴𝑖𝑗 = 2(𝑎𝑖𝑡𝑗 − 𝑎𝑗𝑡𝑖) 
𝐵𝑖𝑗 = 2(𝑏𝑖𝑡𝑗 − 𝑏𝑗𝑡𝑖) 
𝐶𝑖𝑗 = 2(𝑐𝑖𝑡𝑗 − 𝑐𝑗𝑡𝑖) 
𝐷𝑖𝑗 = 𝑡𝑖𝑡𝑗(𝑡𝑖 − 𝑡𝑗) 
𝐸𝑖𝑗 = 𝑡𝑗(𝑎𝑖
2 + 𝑏𝑖
2 + 𝑐𝑖
2) − 𝑡𝑖(𝑎𝑗
2 + 𝑏𝑗
2 + 𝑐𝑗
2) 
 
𝑖, 𝑗 = 1、⋯、𝑁 
 
ここで𝑡𝑖 ≠ 0、𝑡𝑗 ≠ 0のとき、一次独立な式は N-1個存在する。座標原点センサ
を含め、センサの数は N+1個存在する。したがって、3次元破壊源探知を行う
には N-1=3であるべきため、N+1=5個のセンサが最低必要となる。 
 
図－2.5 AEセンサの位置と波形記録 
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（2）SiGMA解析 
 SiGMA（Simplified Green’s Functions for Moment Tensor Analysis）解析
は、微小ひび割れの位置、クラックの運動方向とその法線方向およびクラックの
種類を同定するための解析手法である。AE波動の基礎理論によれば、検出され
る AE波の初期振幅値𝐴(𝑥)は以下の式のように与えられる。 
𝐴(𝑥) = 𝐶𝑠
1
𝑅
𝑅𝑒𝑓(𝑠, 𝛾)𝛾𝑝𝛾𝑞𝑀𝑝𝑞𝐷𝐴 
ここで、 
𝐶𝑠はセンサ感度も含めた物性値の係数、𝑅はひび割れ発生点𝑥
′から検出点𝑥との
距離、𝛾𝑝、𝛾𝑞はその方向余弦を意味する。𝑅𝑒𝑓(𝑠, 𝛾)はセンサ設置点での反射を考
慮するための検出点への入射角を考慮した反射係数、𝐷𝐴はクラック面積、𝑀𝑝𝑞は
モーメントテンソルと呼ばれる 2 階のテンソルである。6 点以上の計測点で同
一の AE波が計測されれば𝑀𝑝𝑞は一意的に求められ、その成分の意味はクラック
の法線方向を𝑛、クラックの運動方向を𝑙として、次のように求められる。 
 
 𝜆𝑙𝑘𝑛𝑘 + 2𝜇𝑙1𝑛1   𝜇(𝑙1𝑛2 + 𝑙2𝑛1)     𝜇(𝑙1𝑛3 + 𝑙3𝑛1) 
𝑀𝑝𝑞 = 𝜇(𝑙2𝑛1 + 𝑙1𝑛2)    𝜆𝑙𝑘𝑛𝑘 + 2𝜇𝑙2𝑛2    𝜇(𝑙2𝑛3 + 𝑙3𝑛2) ∆V 
 𝜇(𝑙3𝑛1 + 𝑙1𝑛3)    𝜇(𝑙3𝑛2 + 𝑙2𝑛3)     𝜆𝑙𝑘𝑛𝑘 + 2𝜇𝑙3𝑛3 
 
 ここで、はの定数である。また、クラックの面の方向とクラックの運動方向、
さらにクラックの種類がモーメントテンソルの固有値解析でありにより求めら
れる。固有値および固有ベクトルは 
 第 1（最大）固有値 𝑒1 = 𝜇𝑏 (
𝑙𝑘𝑛𝑘
1−2𝑣
+ 1) ∆𝑉 
 第 2（中間）固有値 𝑒2 = 2𝜇𝑏𝑣
𝑙𝑘𝑛𝑘
1−2𝑣
∆𝑉 
 第 3（最小）固有値 𝑒3 = 𝜇𝑏 (
𝑙𝑘𝑛𝑘
1−2𝑣
− 1) ∆𝑉 
 
 第 1固有ベクトル 𝑒1 = 𝑙 + 𝑛 
 第 2固有ベクトル 𝑒2 = 𝑙 × 𝑛 
 第 3固有ベクトル 𝑒3 = 𝑙 − 𝑛 
となる。 
ここで、ベクトルはバーガースベクトルを大きさと方向ベクトルで表現して
いる。これらの固有値は、図－2.6 に示すように、せん断成分、引張偏差成分、
引張静水圧成分のそれぞれに分解することができる。 
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 第 1（最大）固有値 𝑒1 𝑒2⁄ = 𝑋 + 𝑌 + 𝑍 = 1.0 
 第 2（中間）固有値 𝑒2 𝑒1⁄ = 0 − 0.5𝑌 + 𝑍 
 第 3（最小）固有値 𝑒3 𝑒1⁄ = −𝑋 − 0.5𝑌 + 𝑍 
 
これらより、モーメントテンソルの各成分の構成比は次のようになる。 
 
 せん断成分比 𝑋 =
𝑒2−𝑒3
𝑒1
 
 引張偏差成分比 𝑌 =
2
3
(
𝑒1−2𝑒2+𝑒3
𝑒1
) 
 引張静水圧成分比 𝑍 =
1
3
(
𝑒1+𝑒2+𝑒3
𝑒1
) 
 
SiGMA解析では、せん断成分比 Xの割合により、マイクロクラックの種類を引
張型(0 ≤ 𝑋 < 40%)、混合型(40% ≤ 𝑋 < 60%)、せん断型(60% ≤ 𝑋)と分類してい
る。 
 
図－2.6 モーメントテンソル固有値の X、Y、Z成分 
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2.4 引張軟化曲線特性および断面解析による曲げ挙動の推定 
（1）引張軟化曲線の推定 
 引張軟化曲線の形状は、図－2.7に示すように、1/3モデル、1/4モデルおよび
－3乗モデルの 3種類である。内田らの研究において、使用された 1/4モデルお
よび－3乗モデルが、実際に各種のコンクリートで計測された引張軟化曲線によ
く一致していた。解析は、𝑑、𝐺𝐹、𝑓𝑡および𝐸𝑐をそれぞれ変化させて𝑑 𝑙𝑐ℎ ⁄ が 0.1
から 3.6の範囲で行った。曲げ強度𝑓𝑡は最大曲げモーメントを断面係数で除した
値とした。特性 長さは算定式𝑙𝑐ℎ = 𝐸𝑐 𝐺𝐹 𝑓𝑡
2⁄ （ここに、𝐸𝑐：弾性係数、𝐺𝐹：破壊
エネルギー）で計算した。 
    
（a）1/3モデル   （b）1/4モデル   （c）－3乗モデル 
図－2.7 引張軟化曲線のモデル 
 
この計算で設ける仮定は以下の 5つである。 
（1）ひび割れは最大曲げモーメント作用位置（区間内）に 1本のみ発生すると
する。 
（2）ひび割れ断面においても断面の平面保持が成り立つとする。 
（3）ひび割れ断面のコンクリートの応力ひずみ関係は以下のとおりとする。 
 a）圧縮側の応力ひずみ関係は直線とし、弾性係数を𝐸𝑐とする。 
 b）引張側の応力ひずみ関係（式①）は、式②で求められる等価検長𝑙𝑒𝑞 を
用いて、弾性域の応力ひずみ曲線と引張軟化曲線（1/4モデル）を合成したもの
とする。（図－2.8参考） 
 𝜀𝑡 = 𝜎 𝐸𝑐⁄  (𝜀𝑡 ≤ 𝑓𝑐 𝐸𝑐⁄ ) 
 = 𝜎 𝐸𝑐⁄ + 𝜔(𝜎) 𝑙𝑒𝑞 ⁄  (𝜀𝑡 > 𝑓𝑡 𝐸𝑐⁄ ) 
ただし、 
 
𝑙𝑒𝑞 
𝑙𝑐ℎ 
= 1 − (1 + 0.5(𝑑 𝑙𝑐ℎ ⁄ ))
−1.6
 ······················································· ② 
ここに、𝜎：引張応力 
 𝜀𝑡：引張ひずみ 
 𝐸𝑡：弾性係数 
ω(𝜎)：引張軟化曲線の関数 
  ··············· ① 
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（4）ひび割れ断面をはさんだ± 𝑙𝑒𝑞 2⁄ 区間内の断面の平均曲率は、上記（2）、（3）
の仮定から求められたひび割れ断面の曲率で表されるとする。 
（5）ひび割れ断面をはさんだ± 𝑙𝑒𝑞 2⁄ 区間外の部分は弾性係数、ポアソン比一定
の弾性梁とする。 
 
 
図－2.8 等価検長内の応力ひずみ関係 
 
（2）まとめ 
 検討の結果、以下のような知見が得られている。 
（1） 内田らによると、仮想ひび割れモデルを用いた数値解析の結果に基づき、
寸法効果を含んだ曲げ強度の推定式として、供試体高さ、引張強度および
特性長さパラメータとした簡単な式を提案している。 
（2） 曲げ供試体の荷重変位曲線を切断法により求める方法を、内田らが提案し
ている。同方法によって求めて荷重変位曲線は、有限要素法により求めら
れたものと、最大荷重点まではよく一致し、それ以降も、曲線の概形は類
似したものとなっている。 
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第 3 章 断面補修したコンクリート部材の 4 点曲げ試験 
3.1 実験概要 
3.1.1 目的 
 本章では、補修材により断面修復したコンクリート部材の４点曲げ試験を行
い、コンクリート部材の曲げ耐荷挙動の検討を行う。なお、補修材とコンクリー
トの境界面の挙動、微小ひび割れの発生を直接的に把握するため、AE法を導入
し、検出 AE波形に SiGMA解析を適用した。また、補修材とコンクリートの境
界面の一体性を検討するため、 
 
3.1.2 使用材料 
（1） セメント 
 セメントには普通ポルトランドセメント（密度 3.16g/cm3）を使用した。 
 
（2） 細骨材 
 使用した細骨材の物理的性質を表－3.1に示す。 
 
表－3.1 細骨材の物性試験結果 
種別 種類 産地 
密度 g/cm3 吸水率 
% 
単位容積質量 
kg/l 
実積率 
% 
粗粒度 
F.M. 表乾 絶乾 
細骨材粗目 砕砂 相模原 2.57 2.52 2.22 1.54 60.7 2.76 
細骨材細目 陸砂  2.65 2.58 2.89 1.52 58.9 1.58 
 
（3） 粗骨材 
使用した粗骨材の物理的性質を表－3.2に示す。 
 
表－3.2 粗骨材の物性試験結果 
種別 種類 産地 
密度 g/cm3 吸水率 
% 
単位容積質量 
kg/l 
実積率 
% 
粗粒度 
F.M. 表乾 絶乾 
粗骨材 砕砂 相模原 2.61 2.56 1.81 1.50 58.3 6.67 
 
（4） 混和剤 
 AE減水剤として、リグニンスルホン酸化合物およびポリオール複合体を主成
分とするポゾリス No.70 を使用した。また、空気連行助剤として、アルキルア
リルスルホン酸化合物系および陰イオン界面活性剤を主成分とするポゾリス
303Aを使用した。 
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（5） モルタル系補修材 
 使用した RS モルタル-P は、プラスチック短繊維や特殊混和剤、オールアク
リル重合再乳化形粉末ポリマーが配合された、高性能ポリマーセメントモルタ
ルである。写真－3.1に RSモルタル-Pを示す。 
 
写真－3.1  RSモルタル-P 
 
（6） 樹脂系補修材 
 樹脂系補修材を構成する材料は、エポキシ樹脂系の主剤に、下水汚泥焼却灰を
粉砕加工して粒度を調整したものをフィラーとして添加したもので、配合比は
液だれ性、作業性などを考慮して 20%（重量比）としている。使用した樹脂系
補修材の仕様を表－3.4に示す。写真－3.2に主剤と硬化剤を示す。 
 
表－3.4 樹脂系補修材の仕様 
種 類 主要成分 重量割合 比重 
主 剤 変性エポキシ樹脂 
35% 
1.1 
硬化剤 変性脂肪族ポリアミン 
充填剤 粒度調整灰注） 20% 
その他（フェームドシリカ、タルク、他） 45% 
注：下水汚泥焼却灰の粒度を細かく調整したもの 
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写真－3.2 主剤と硬化剤 
 
（7） プライマー 
 既設コンクリートと補修材の接着性を向上させるため、プライマーを使用し
た。使用したプライマーの性状を表－3.5に、プライマーを写真－3.3に示す。 
 
表－3.5 プライマーの性状 
主成分 変性酢酸ビニル-エチレン系共重合体エマルジョン 
固形分 45～46（質量%） 
外観 乳白色液体 
粘度 50（mPa・s）以下 
pH 4.5～4.6 
密度 1.06（g/cm3） 
低温安定性 良好 
 
 
写真－3.3 プライマー 
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3.1.3 配合 
（1） コンクリート 
 コンクリートの示方配合を表－3.6に示す。 
 
表－3.6 コンクリートの示方配合 
 
Gmax 
(mm) 
SL 
(cm) 
W/C 
(%) 
Air 
(%) 
s/a 
(%) 
単位量 (kg/m³) 
W C S1 S2 G 
AE減水剤
（4倍） 
AE助剤
（100倍） 
20 8 60 4.5 46 165 275 664 166 991 1.100 2.75 
 
（2） モルタル系補修材 
 モルタルの示方配合を表－3.7に示す。 
 
表－3.7 モルタルの示方配合 
配合 1m3当たりの使用量注） 
RSモルタル-P 
(kg) 
水 
(ℓ) 
練り上り量 
(ℓ) 
RSモルタル-P 
(kg) 
水 
(ℓ) 
25 4.2～4.9 14～15 1780(71袋) 320 
注：使用水量 4.5 ℓ/袋により算出した値である。 
 
3.1.4 供試体 
（1） 供試体諸元 
 4 点曲げ試験の供試体諸元を表－3.8 に示す。供試体のパラメータは補修厚、
補修材種類とした。 
 
表－3.8 供試体諸元 
供試体 No. 
寸法 
(mm) 
補修材種類 
補修厚
(mm) 
1 
100×100×400 
無 0 
2 樹脂 5 
3 樹脂 10 
4 樹脂 10 
5 モルタル 20 
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（2） 供試体寸法 
 供試体寸法を図－3.1に示す。供試体は100×100×400mmとし、No.2、No.3、
No.4には樹脂系補修材を吹付けで補強した。一方、No.5にはモルタル系補修材
を吹付けで補強した。 
 
(a) 供試体 No.1 の供試体寸法 
 
 
(b) 供試体 No.2の供試体寸法 
 
 
(c) 供試体 No.3の供試体寸法 
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(d) 供試体 No.4の供試体寸法 
 
 
(e) 供試体 No.5の供試体寸法 
図－3.1 供試体の寸法 
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（3） ひずみゲージ貼付位置 
 図－3.2に供試体にひずみゲージの貼付位置を示す。ひずみゲージは CNを接
着材として用いた。なお、ひずみゲージはゲージ長 30mm（東京測器製、PFL-
30-11）を使用した。ひずみゲージ貼付状況写真に示す。 
 
(a) 供試体 No.1の表面ひずみゲージ貼付位置 
 
 
(b) 供試体 No.2の表面ひずみゲージ貼付位置 
 
 
(c) 供試体 No.3の表面ひずみゲージ貼付位置 
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(d) 供試体 No.4の表面ひずみゲージ貼付位置 
 
 
(e) 供試体 No.5の表面ひずみゲージ貼付位置 
図－3.2 供試体にひずみゲージの貼付位置 
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（4） AEセンサ取付け位置 
 図－3.3に供試体に取付ける AE センサの取付け位置を、表－3.9に AE セン
サ座標を示す。なお、座標の原点は赤色の丸の位置である。 
 
 
図－3.3 供試体の AE センサ取付け位置 
 
表－3.9 供試体の AE センサ取付け座標 
  x(mm) y(mm) z(mm) 
1ch 100 75 50 
2ch 125 50 100 
3ch 125 25 0 
4ch 100 0 50 
5ch 300 75 50 
6ch 175 50 0 
7ch 175 25 100 
8ch 300 0 50 
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3.1.5 供試体作製および養生条件 
供試体は、100×100×400 mmの鋼製型枠をスペーサで仕切り、母材コンク
リートと補修材を打分けて作製した。母材コンクリートを打設後、母材材齢 14
日まで 20℃水中養生を行い、母材材齢 14 日目に供試体の補修材吹付け面にブ
ラスト処理を行い、プライマーを塗布し、モルタル系補修材を吹付けた。同じ作
製の流れに、母材材齢 21日目に樹脂系補修材を打続いた。その後、母材コンク
リート材齢 28日まで 20℃水中養生を継続し、母材材齢 28～31日目、モルタル
系補修材材齢 14～17 日目、樹脂系補修材材齢 7～10 日目に破壊実験を実施し
た。写真－3.4～写真－3.17に供試体作製の様子を示す。 
 
 
 写真－3.4 型枠(幅 95mm) 写真－3.5 型枠(幅 90mm) 
  
 
 
 
 写真－3.6 型枠(幅 80mm) 写真－3.7 母材コンクリート打設 
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 写真－3.8 ブラスト処理 写真－3.9 ブラスト処理後 
  
 
 
 
 写真－3.10 プライマー塗布 写真－3.11 プライマー塗布後 
  
 
 
 
 写真－3.12 接着剤塗布 写真－3.13 接着剤塗布後 
  
 
 
27 
 
 
 写真－3.14 モルタル吹付け 写真－3.15 モルタル吹付け後 
  
 
 
 
 写真－3.16 樹脂吹付け 写真－3.17 樹脂吹付け後 
  
  
28 
 
3.1.6 試験方法 
 本実験は JIS A 1106「コンクリートの曲げ強度試験方法」に準拠し、4点曲
げ試験を行った。載荷点間距離 100 mm、載荷速度を毎秒 0.015 N/mm2とし
た。AE計測には、共振周波数 150 kHzの AEセンサを 8個使用し、エレクト
ロンワックスにて供試体に貼付した。しきい値は 35 dBとし、1波形を 1024
個の振幅値データとして、サンプリング周波数 1 MHzで記録した。写真－
3.18～写真－3.20に 4点曲げ試験状況を示す。 
 
 
写真－3.18 試験状況①載荷機械 
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写真－3.19 試験状況②供試体載荷前 
 
 
写真－3.20 試験状況③AEセンサ取付け状況 
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3.1.7 物性試験 
 要素試験を行うにあたって、母材コンクリート、モルタル系補修材および樹脂
系補修材の物性試験を行った。 
（1） 圧縮強度 
「JIS A 1108 コンクリートの圧縮強度試験方法」により行った。 
（2） 静弾性係数試験 
「JIS A 1149 コンクリートの静弾性係数試験方法」により行った。圧縮強度試
験時に、ひずみを測定し、測定結果から算出した。 
（3） 割裂引張強度試験 
「JIS A 1113 コンクリートの割裂引張試験方法」により行った。 
 
表－3.10 実験項目 
試験名 試験規格 試験サンプル 数量 
圧縮強度試験 JIS A 1108  
「コンクリートの圧縮強
度試験方法」 
母材コンクリート 3 
モルタル系補修材 6 
樹脂系補修材 6 
静弾性係数試験 JIS A 1149 
「コンクリートの静弾性
係数試験方法」 
母材コンクリート 3 
モルタル系補修材 6 
樹脂系補修材 6 
割裂引張強度試験 JIS A 1113 
「コンクリートの割裂引
張試験方法」 
母材コンクリート 3 
モルタル系補修材 3 
樹脂系補修材 3 
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3.2 試験結果および考察 
3.2.1 使用材料の力学的特性 
 表－3.11に使用した材料の力学的特性を示す。 
 
表－3.11 使用材料の力学的特性 
種類 材齢 
(日) 
圧縮強度 
(N/mm2) 
弾性係数 
(kN/mm2) 
割裂引張強度 
(N/mm2) 
母材コンクリート 28 31.6 23.4 2.80 
モルタル系補修材 14 56.7 21.61 2.55 
樹脂系補修材 7 61.8 7.31 13.5 
 
3.2.2 終局荷重を破壊形態 
 各供試体の終局荷重および破壊形態を表－3.12 に、各供試体の破壊図を写真
－3.16に示す。 
 
表－3.12 4点曲げ試験の実験結果 
供試体 No. 寸法 
(mm) 
補修材種類 補修厚 
(mm) 
終局荷重 
(kN) 
破壊形態 
No.1 
1 
100×100×400 
無 0 
13.20 引張破壊 
2 16.36 引張破壊 
3 12.88 引張破壊 
No.2 
1 
樹脂系 5 
20.82 引張破壊 
2 24.88 引張破壊 
3 23.02 引張破壊 
No.3 
1 
樹脂系 10 
37.72 引張破壊 
2 36.84 引張破壊 
3 32.76 引張破壊 
No.4 
1 
樹脂系 20 
48.00 せん断破壊 
2 54.32 せん断破壊 
3 48.76 せん断破壊 
No.5 
1 
モルタル系 10 
11.14 引張破壊 
2 11.56 引張破壊 
3 11.16 引張破壊 
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 (a)No.1－2 (b)No.2－3 
 
  
 (c)No.3－1 (d)No.4－2 
 
 
(e)No.5－3 
 
写真－3.16 各要素試験供試体の破壊図 
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 表－3.12より、樹脂系補修材の補強（供試体 No.1とNo.2～No.4 を比べ）で
は、樹脂系補修材の補修厚の増加に伴い、補修試験体の曲げ強度が大きくなりこ
とが明らかとなっている。モルタル系補修材の補強（供試体 No.1 と No.5 を比
べ）では、補強効果が顕著に現れらない。 
供試体 No.1～No.3、No.5について、各供試体とも破壊形態は引張破壊を呈し
た。一方、供試体 No.4は、破壊形態はせん断破壊、補修材の引張抵抗力により
相異する破壊形態を示した。これは、樹脂系補修材はコンクリートより高い耐荷
力を有していることから、補修材の強度に達する前にコンクリートが斜めひび
割れを生じ、せん断破壊したと考えられる。 
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3.2.3 ひずみ測定結果 
 各供試体のひずみを図－3.4～図－3.8に示す。 
 
 
 
(a)供試体 No.1の高さ－ひずみの関係 
 
(b)供試体 No.1の荷重－ひずみの関係 
図－3.4 No.1のひずみ結果 
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(a)供試体 No.2の高さ－ひずみの関係 
 
(b)供試体 No.2の荷重－ひずみの関係 
図－3.5 No.2のひずみ結果 
  
36 
 
 
 
(a)供試体 No.3の高さ－ひずみの関係 
 
(b)供試体 No.3の荷重－ひずみの関係 
図－3.6 No.3のひずみ結果 
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(a)供試体 No.4の高さ－ひずみの関係 
 
(b)供試体 No.4の荷重－ひずみの関係 
図－3.7 No.4のひずみ結果 
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(a)供試体 No.5の高さ－ひずみの関係 
 
(b)供試体 No.5の荷重－ひずみの関係 
図－3.8 No.5のひずみ結果 
 
39 
 
 ひずみ測定結果より、供試体 No.2～No.4については、荷重が増加するにつ
れて、中立軸を境にして引張側、圧縮側ともにひずみ増加している。供試体
No.5については中立軸を境にして引張側のひずみが増加しているが、圧縮側は
ひずみの増加がみられない結果となった。これら、モルタル補修材はコンクリ
ートの曲げ耐荷向上に影響が少ないと考えられる。 
 また、一般的にコンクリートは 200 𝜇𝜀程度でクラックが発生する．樹脂系
補修材により断面修復した供試体においては、補修材厚の増加につれ、引張側
のひずみが大きくなる。一般のコンクリートと比べ、樹脂層の破壊ひずみは
1000 𝜇𝜀以上であるため、クラックの成長が抑制され、破壊するまで荷重が増
加することができる 
 
 
 
  
40 
 
3.2.4 AE 法による SiGMA解析結果、位置標定結果 
（1）PLB法 
 位置標定に使用する弾性波速度は 100×100×400mmの角柱供試体にで、シ
ャープペンシル芯圧折（pencil lead break、PLB）法によって各補修材厚につ
き 1供試体その供試体における弾性波速度をその補修材厚供試体における弾性
波速度と定めた。図－3.9に、PLB法結果の一例を示した。得られた弾性波速
度決定結果を表－3.13に示す。 
 
(a)供試体平面図 
 
(b)供試体正面図 
 
(c)供試体側面図 
図－3.9 供試体 No.3 PLB結果 
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表－3.13 PLB結果 
 
No. 補修材厚 
(mm) 
補修材種類 弾性波速度 
(m/s) 
1 0  4100 
2 5 樹脂 3900 
3 10 樹脂 4200 
4 20 樹脂 4200 
5 10 モルタル 4000 
 
表－3.13より定めた弾性波速度を用いて供試体 No.1～No.5の AE-SiGMA
分析を行った。 
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（2）AE発生頻度、載荷時間、および荷重の関係 
 PLB法により定めた弾性波速度を用いて行った AE発生頻度、載荷時間、お
よび荷重の関係の SiGMA解析結果を図－3.10に示す。 
 
 
 
 (a)供試体 No.1 (b)供試体 No.2 
 
 
 
 (c)供試体 No.3 (4)供試体 No.4 
 
 
 
(e)供試体 No.5 
 
図－3.10 AE発生頻度、載荷時間、および荷重の関係 
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 AE発生頻度、時間、および荷重の関係を確認すると、供試体 No.4は、載荷
初期から多くの AEヒットが記録されている。これは、急速度載荷により供試
体と載荷治具間の擦れに起因するものと、付着界面内に発生した微細ひび割れ
のクラック面が擦れることに起因するものが考えられる。 
 また、供試体 No.4の AE発生頻度、載荷時間、および荷重の関係図によ
り、終局載荷時に比べ、終局荷重に達する前（載荷時間 1400s～）に多くの
AEヒットが発生した。これは、供試体 No.4は供試体 No.2および供試体 No.3
の引張破壊相異する破壊形態を呈したから、供試体のコンクリート部に斜めひ
び割れを生じたと考えられる。 
 
  
44 
 
（3）載荷時間別における AEイベントの分布 
図－3.11～図－3.15に各供試体の載荷時間別における AEイベントの分布を
示す。 
 
①供試体 No.1 
 
 
   
 (a)0s～250s  (b)250s～300s  (c)300s～350s 
 
 
 
 
(d)終局載荷時点(368s) 
 
図－3.11 供試体 No.1載荷時間別における AEイベントの分布 
 
 
 
 AE-SiGMA解析結果を見ると、供試体 No.1（補修材なし）供試体の破壊過
程ではコンクリート下部から上部へ移行することから、応力負担域は下部から
上部へ移行するものと考えられる。 
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②供試体 No.2 
 
 
   
 (a)0s～300s  (b)300s～400s  (c)400s～500s 
 
 
 
 
(d)終局載荷時点(553s) 
 
図－3.12 供試体No.2載荷時間別における AEイベントの分布 
 
 
 
 
 
 供試体 No.2（補修材厚 5mm）については、供試体 No.1と比べ、最初のひ
び割れが補修材とコンクリートの境界面から発生し、コンクリート部材の上部
へ移行、終局時に補修材が引張破壊することが明らかとなった。なお、最大耐
力に達するまで、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の一体性は十分に確保
できる。 
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③供試体 No.3 
 
 
   
 (a)0s～400s  (b)400s～550s  (c)550s～700s 
 
 
 
 
(d)終局載荷時点(801s) 
 
図－3.13 供試体No.3載荷時間別における AEイベントの分布 
 
 
 
 
 
 
 供試体 No.3（補修材厚 10mm）については、破壊過程は供試体 No.2と同じ
ように、最初のひび割れが補修材とコンクリートの境界面から発生し、コンク
リート部材の上部へ移行した。補修材厚の増加につれて、載荷時間が増加し、
補修材によるコンクリートの耐荷能力を向上させることがわかる。 
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④供試体 No.4 
 
 
   
 (a)0s～600s  (b)600s～1000s  (c)1000s～1400s 
 
 
 
 
(d)終局載荷時点 
 
図－3.14 供試体No.4載荷時間別における AEイベントの分布 
 
 
 
 
 供試体 No.4（補修材厚 20mm）については、供試体 No.2および供試体
No.3に相異する破壊形態を呈した。最初のひび割れがコンクリート両端に発生
し、斜めひび割れを生じ、終局荷重の時点にせん断破壊となった。ただし、補
修材とコンクリートの境界面にせん断型 AE イベントが発生してなかった。最
大耐力に達するまで、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の一体性は十分に
確保できている。 
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⑤供試体 No.5 
 
 
   
 (a)0s～250s  (b)250s～300s  (c)300s～320s 
 
 
 
 
(d)終局載荷時点(328s) 
 
図－3.15 供試体No.5載荷時間別における AEイベントの分布 
 
 
 
 
 
供試体 No.5（モルタル系補修材厚 10mm）については、最初のひび割れが
補修材内部から発生し、コンクリート部材の上部へ移行、終局時に補修材が引
張破壊することが明らかとなった。モルタル系補修材はコンクリートより先に
破壊したから、モルタル系補修材の補強（供試体 No.1と比べ）では、補強効
果が顕著に現れらない。 
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3.3 まとめ 
 要素試験により得られた考察を以下に示す。 
（1）ひずみ測定結果より、供試体 No.2～No.4 については、荷重が増加するに
つれて、中立軸を境にして引張側、圧縮側ともにひずみ増加している。供試体
No.5 については中立軸を境にして引張側のひずみが増加しているが、圧縮側は
ひずみの増加がみられない結果となった。これら、モルタル補修材はコンクリー
トの曲げ耐荷向上に影響が少ないと考えられる。 
 
（2）AE イベント位置標定結果より、樹脂系補修材により断面修復したコンク
リート部材 No.2 および No.3 は、一般のコンクリート部材に比べ、最初のひび
割れが補修材とコンクリートの境界面から発生し、コンクリート部材の上部へ
移行、終局時に補修材が引張破壊することが明らかとなった。一方、No.4 は、
補修材の引張強度が十分であり、コンクリート部の斜めひび割れによりせん断
破壊を生じた。なお、最大耐力に達するまで、コンクリートと樹脂系補修材の境
界面の一体性は十分に確保できている。 
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第 4 章 断面修復したコンクリート部材の曲げ耐荷挙動の評価 
4.1 概説 
 これらの実験結果を踏まえ、耐荷性状の解析的評価方法について検討した。本
解析方法は、コンクリートの引張軟化特性を考慮し、終局曲げ耐力を算定したも
のである。算定過程の概要としては、コンクリートの圧縮強度、引張強度、静弾
性係数、引張限界ひずみ、および破壊エネルギーを考慮したコンクリートの引張
抵抗特性、ならびに供試体の部材厚、部材幅を入力値とし、圧縮合力および引張
力を導出するものとした。また、圧縮ひずみを漸増させながら、中立軸位置の変
遷において圧縮合力と引張合力がつり合う時点のモーメントの最大値を、終局
曲げ耐力とした。 
 
4.2 耐力計算 
4.2.1 せん断応力の計算 
 前章の実験結果より、供試体 No.4（補修材厚 20mm）の破壊形態はせん断
破壊を呈した。補修材とコンクリートの境界面もせん断応力は、破壊荷重より
求める。せん断応力の算出方法を次式により算出するよう決めている。 
 
𝜏𝑚𝑎𝑥 =
𝑉
𝑏 ∙ 𝑑
∙ 𝑘 
𝑉 =
𝑃
2
 
 
ここに、𝜏𝑚𝑎𝑥 ：最大せん断応力(MPa) 
 𝑉 ：せん断力(N) 
 𝑏 ：破壊断面の幅(mm) 
 𝑑 ：破壊断面の高さ(mm) 
 𝑃 ：試験機の示す最大荷重(N) 
 𝑘 ：断面形状係数、1.5 
 
 せん断応力の計算結果を表－4.1に示す。 
表－4.1 せん断応力の計算結果 
No. 
断面幅 
(mm) 
断面高 
(mm) 
終局荷重 
(kN) 
せん断応力 
(MPa) 
No.4 
1 100 100 48.00 3.6 
2 100 100 54.32 4.1 
3 100 100 48.76 3.7 
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 4点曲げ試験の実験結果から、供試体 No.4（補修材厚 20mm）の境界面位置
のせん断応力は 3.6 MPa 以上有しており、コンクリートと樹脂系補修材の境界
面の一体性は十分であることが明らかになった。 
 なお、供試体 No.4の終局載荷時に、母材コンクリートの両端に斜めひび割
れを生じた。斜めひび割れ位置の応力形態は純引張応力と考えられる。前章物
性試験で得られた試験結果から、母材コンクリートの引張強度は 2.80 N/mm2
となる。斜めひび割れ位置の応力𝜎 =2.8 N/mm2を得られた。 
 せん断応力の計算公式により、供試体 No.4斜めひび割れの最大せん断応力
𝑉 =18.7 kNを計算した。終局モーメント𝑀 =1.87 kN・mとなる。 
 
4.2.2 終局曲げ耐力の算定方法 
 算定における入力値は、前章 4 点曲げ試験で得られたコンクリートの材料物
性値とした。以下に終局曲げ耐力の算定方法を示す。 
（1）入力値 
 
圧縮強度：𝑓𝑐𝑘 =31.6 (N/mm2) 
 
引張強度（引張限界応力）：𝑓𝑡𝑘 =2.80 (N/mm2) 
 
母材コンクリート静弾性係数：𝐸𝑐 =23400 (N/mm2) 
 
樹脂系補修材静弾性係数：𝐸𝑟 =7310 (N/mm2) 
 
引張限界ひずみ：𝜀𝑡𝑘 =120 (𝜇) 
 
部材厚、部材幅、補修材厚、有効高さ、補修材断面面積：表－4.2に示す。 
 
表－4.2 
No. 部材厚 
(mm) 
部材幅
(mm) 
補修材厚
(mm) 
有効高さ
(mm) 
補修材断面積
(mm2) 
1 100 100 0 100 0 
2 100 100 5 95 500 
3 100 100 10 90 1000 
4 100 100 20 80 2000 
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（2）引張軟化特性 
 既往研究で述べた、内田らによる引張軟化特性モデルの基本概念図を図－4.1
に示す。 
 
 
図－4.1 引張軟化特性モデル 
 
 図 4－1 を参考に、それぞれの傾きを求めることにより、下縁応力𝑓𝑡𝑖 を算定
する式を導く。算定式以下のとおりである。 
𝑓𝑡𝑘 ≥ 𝑓𝑡𝑖 ≥ 1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘 の場合、 
𝑓𝑡𝑖 = (𝑓𝑡𝑖 −
1
4
𝑓𝑡𝑘) ∙ (
𝜀𝑡𝑘 − 𝜀𝐿𝑖
𝜀(1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘) − 𝜀𝑡𝑘
) + 𝑓𝑡𝑘 
1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘 ≥ 𝑓𝑡𝑖 ≥ 0 の場合、 
𝑓𝑡𝑖 =
1
4
𝑓𝑡𝑘 ∙ (
𝜀𝑜𝑝 − 𝜀𝐿𝑖
𝜀𝑜𝑝 − 𝜀(1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘)
) 
ここに、 𝜀𝐿𝑖：下縁ひずみ 
 𝜀(1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘)：時の引張ひずみ 
 𝜀𝑜𝑝：時の引張ひずみ 
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（3）算定過程 
 上述したように、本研究では、コンクリートの引張軟化特性を考慮し、圧縮ひ
ずみを漸増させながら圧縮合力を引張合力がつり合う中立軸を求め、それを基
にモーメントを逐次算定する方法を用いた。図－4.2にひずみを漸増させたとき
のひずみ分布、および応力分布の変遷図を示す。下縁が引張限界応力に達する時
点までは、中立軸位置𝑥′は部材厚ℎの半分の位置𝑥′ = ℎ 2⁄ である。中立軸位置を
上方へ移動させない場合、引張軟化特性により漸減した下縁応力分の引張合力
が不足し、合力のつり合いがとれなくなってしまう。そこで、ひずみを漸増させ
たとき、中立軸位置が上方へ移動して合力のつり合いをとるものと仮定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－4.2 ひずみ分布および応力分布 
 
以下に、算定の基本的な流れを示す。 
 
1）圧縮ひずみ𝜀𝑐を∆𝜀𝑐(= 10𝜇)増加させる。 
 𝜀𝑐 + ∆𝜀𝑐 
 
2）中立軸位置𝑥′をℎ 2⁄ から∆𝑥(= 0.1𝑚𝑚)上方へ移動させる。 
 𝑥′ = ℎ 2⁄ + ∆𝑥 
 
3）上縁応力（圧縮応力）𝑓𝑐を求める。 
 𝑓𝑐 = (𝜀𝑐 + ∆𝜀𝑐) ∙ 𝐸𝑐 
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4）圧縮合力𝐶を求める 
                𝐶 =
1
2
∙ 𝑓𝑐 ∙ 𝑥
′ ∙ 𝑏 
 
5）圧縮合力位置を求める 
                𝑥′ 3⁄  
 
6）引張限界ひずみの位置を求める。（上縁からとする） 
                𝑎 = (
𝜀𝑡𝑘
𝜀𝑐 + ∆𝜀𝑐
+ 1) ∙ 𝑥′ 
 
7）引張限界応力位置を求める。（下縁からとする） 
                𝑘 = ℎ − 𝑎 
 
8）下縁ひずみを求める 
                𝜀𝐿 = (𝜀𝑐 + ∆𝜀𝑐) ∙
ℎ − 𝑥′
𝑥′
 
𝜀𝐿 < 𝜀(1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘)の場合、式(1)の𝜀𝐿𝑖に𝜀𝐿を代入して、下縁応力（引張応力）𝑓𝑡𝑖求め
る。 
𝜀𝐿 > 𝜀(1 4⁄ 𝑓𝑡𝑘)の場合、式(2)の𝜀𝐿𝑖に𝜀𝐿を代入して、下縁応力（引張応力）𝑓𝑡𝑖求め
る。 
 
9）補修材位置のひずみを求める 
                𝜀𝑠 = 𝜀𝐿(𝑑 − 𝑥
′) 𝑥′⁄  
 
10）補修材応力を求める 
                𝑓𝑟 = 𝜀𝑟 ∙ 𝐸𝑟 
 
11）引張合力を求める 
①中立軸位置𝑥′から引張限界ひずみ位置𝑎までの範囲の合力𝑇1を求める。
(= 𝑎 − 𝑥′) 
                𝑇1 =
1
2
𝑓𝑡𝑘 ∙ (𝑎 − 𝑥
′) ∙ 𝑏 
②引張限界ひずみ位置𝑎から下縁までの範囲の合力𝑇2を求める。(= 𝑘) 
                𝑇2 =
1
2
(𝑓𝑡𝑘 + 𝑓𝑡𝑖) ∙ 𝑘 ∙ 𝑏 
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③補修材位置の合力を求める 
                𝑇3 = 𝑓𝑟 ∙ 𝐴 
①～③から、 
                𝑇 = 𝑇1 + 𝑇2 + 𝑇3 
 
12）中立軸位置𝑥′を上方へ移動させ、圧縮合力𝐶と引張合力𝑇の差の絶対値が最
小となるものを求める。 
                ∆𝐹 = |𝐶 − 𝑇| 
 
13）引張合力位置を求める。 
①合力𝑇1の位置は、中立軸位置𝑥
′から下方へ
2
3
(𝑎 − 𝑥′)、引張限界応力位置から
上方へ𝑚 =
1
3
(𝑎 − 𝑥′) 
②合力𝑇2の位置は、引張限界応力位置𝑘から下方へ𝑛 =
1
3
∙ 𝑘 ∙
𝑓𝑡𝑘+2𝑓𝑡𝑖
𝑓𝑡𝑘+𝑓𝑡𝑖
 
𝑇1と𝑇2の合力の位置は、中立軸位置𝑥
′から下方へ
2
3
(𝑎 − 𝑥′) +
𝑇2
𝑇1+𝑇2
(𝑚 + 𝑛)こ
れらを 𝑠とおく。 
③合力𝑇3の位置は、中立軸位置から下方へ(𝑑 − 𝑥
′) 
④𝑇1、𝑇2、𝑇3の合力位置は、(𝑑 − 𝑥
′) +
𝑇1+𝑇2
𝑇1+𝑇2+𝑇3
{𝑠 − (𝑑 − 𝑥′)} 
 
14）モーメントのアーム長𝑧を求める。 
                𝑧 =
2
3
𝑥′ +
2
3
(𝑎 − 𝑥′) +
𝑇1 + 𝑇2
𝑇1 + 𝑇2 + 𝑇3
{𝑠 − (𝑑 − 𝑥′)} 
 
15）圧縮合力と引張合力がつり合う時点の中立軸位置におけるモーメント𝑀を
求める。 
                𝑀 = 𝐶 ∙ 𝑧 =
1
2
∙ 𝑓𝑐 ∙ 𝑥
′ ∙ 𝑏 ∙ 𝑧 
 
（4）終局曲げ耐力の算定 
 上述した 1）～15）の計算を、漸増させる圧縮ひずみの値が時の引張ひずみ
の値となるまで、順次繰り返す。算定過程 15）において算出されるモーメント
の最大値を、終局曲げ耐力とする。  
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4.3 結果と考察 
4.3.1 終局モーメントの実験値と計算値 
 表－4.3 に引張破壊モードの各供試体の終局時の荷重を用いて終局曲げ耐力
の算定方法により算出した終局モーメントの実験値、さらに材料物性値を用い
て算出した計算値を示す。供試体 No.4斜めひび割れの終局モーメント𝑀 =1.87 
kN・m となる。また、図－4.3 に終局モーメントの実験計算値と理論値の比較
を示す。 
 
表－4.3 各供試体の終局モーメントの実験値と計算値 
No. 補修厚
(mm) 
終局荷
重(kN) 
終局モーメント(kN・m) (計算値) / 
(実験値) 計算値① 計算値② 実験値 
1 0 16.36 0.93 0.98 0.82 1.11 1.20 
2 5 23.02 1.86 1.93 1.15 1.62 1.68 
3 10 37.72 2.96 2.59 1.89 1.57 1.37 
4 20 54.32 4.12 2.99 2.72 
(1.87) 
1.51 1.10 
注：計算値②はコンクリートの引張軟化特性を考慮しない、計算した。 
 
 
図－4.3 終局荷重の実験値と計算値の比較 
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 計算値①は、コンクリートの引張軟化特性を考慮し、計算した値である。得
られた終局曲げモーメント計算値が実験値の 1.11～1.62倍となる。 
 計算値②は、コンクリートの引張軟化特性を考慮しない、次式により算出し
た値である。 
𝜎 =
𝑀
𝐼
∙ 𝑦 
 
ここに、       𝜎 ：圧縮側縁応力度(MPa) 
 𝐼 ：断面二次モーメント(mm4) 
 𝑦 ：図心からの距離(mm) 
 得られた終局曲げモーメント計算値が実験値の 1.10～1.68倍となる。 
 コンクリートより低い弾性係数を持つ補修材との耐荷挙動の評価が難しいと
考えられる。 
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4.3.2 合理的な補修厚の検討 
（1）マンホール構造図および寸法 
 施工現場の状況、維持管理、経済性など各種の条件によって、使用したマンホ
ールの構造および寸法が違う。図－4.4、図－4.5 に 2 つ種類のマンホールの標
準構造をしめす。表－4.4に各種マンホールの寸法をしめす。 
 
 
図－4.4 1号マンホールの標準構造 
 
 
 
図－4.5 3号マンホールの標準構造 
59 
 
表－4.4 マンホールの寸法 
 
呼び 
(号数) 
内径 
(mm) 
壁厚 
(mm) 
最大流入管径 
(中間点) 
最大流入管径 
(会合点) 
Y号マンホール 600 75 300mm 250mm 
0号マンホール 750 75 450mm 350mm 
1号マンホール 900 75 (100) 600mm 450mm 
2号マンホール 1,200 100 (125) 900mm 600mm 
3号マンホール 1,500 125 (150) 1,100mm 800mm 
4号マンホール 1,800 160 (160) 1,350mm 900mm 
5号マンホール 2,200 190 (190) 1,500mm 1,100mm 
A1号マンホール 600×900 75 400mm 250mm 
 
 
 
呼び 
(号数) 
内径 
(mm) 
性能区分 最大深さ 
(m) 
Y号マンホール 600 － 4.0 
0号マンホール 750 I種 5.0 
1号マンホール 900 
I種 5.0 
II種 10.0 
2号マンホール 1,200 
I種 5.0 
II種 10.0 
3号マンホール 1,500 
I種 5.0 
II種 10.0 
4号マンホール 1,800 
I種 5.0 
II種 10.0 
5号マンホール 2,200 
I種 5.0 
II種 10.0 
A1号マンホール 600×900 － 4.0 
 
注：最大深さは、埋め戻し土が一般的（γ＝18kN/m3、φ=30°）な土質での
埋設深さを示す。 
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（2）合理的な補修厚の推定 
 ここで、マンホール等管路施設の劣化部を対象とした樹脂系補修材による補
修補強工法には、補修材の合理的な補修厚を検討する。マンホールの内壁厚は
100mmと仮定し、補修厚と終局モーメントの関係を図－4.6に示す。 
 
 
 
 
図－4.6 補修厚により終局モーメントの推定 
 
 
 図－4.6の計算結果により、補修厚の増加を伴い、供試体の終局モーメント
が大きくなった。ただし、補修厚 14mm以上の場合には、断面修復した供試体
はせん断破壊した、補修材は引張補修材としての性能が無駄になった。 
 ですから、マンホール内壁厚 100mmとし、合理的な補修厚は 12mmと考え
られる。 
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4.3.3 算数平均粗さとせん断付着強度の関係 
 付着界面凹凸性状とせん断付着強度の関係は、既設コンクリート付着界面の
凹凸性状として P-series、M-series、H-seriesの 3種類（写真－4.1）の異な
る凹凸性状を取り上げ、試験を行った。 
 なお、P-seriesは無処理の界面、M-series は未凝結のモルタル分を、粗骨材
の先端が露出する程度洗い出した界面、H-seriesは未凝結のモルタル分を、ワ
イヤブラシを用いて全て取り除き、粗骨材が大きく露出した界面となってい
る。 
 
   
 (a)P-series (b)M-series 
 
 
(c)H-series 
写真－4.1 付着界面凹凸性状 
 
図－4.7に黒原らの実験データで用いた 27供試体の算術平均粗さ（𝑅𝑎𝑣𝑒）、
せん断付着強度（𝜏𝑢）、表面積率（𝑟）、せん断付着強度を表面積率で除したち
を示す。なお、各補修材強度の、算術平均粗さとせん断付着強度図の関係にお
ける近似直線を示した。 
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図－4.7 算術平均粗さとせん断付着強度の関係 
 
 図－4.7より、補修材強度が変化した場合にも、算術平均粗さが大きくなる
ことで、得られるせん断付着強度が高くなることがわかる。この中で、補修材
強度別のプロットは混在しており、補修材強度の変化が、せん断付着強度に与
える影響が小さいことがわかる。 
 また、目粗し処理によって得られる、粗骨材による機械的な抵抗の程度に着
目するため、せん断付着強度の評価結果から、Ls_Hrシリーズは Ls_Mrと比
べ、算術平均粗さが増加しているにも関われず、評価された強度に大きな差が
認められない。これは、Lsシリーズ補修材の静弾性係数が小さいことに起因す
ると考えられる。粗骨材による機械的な抵抗を得るために噛み合う補修材モル
タルの静弾性係数が低いことにより変形量が増加し、粗骨材が抜け出しやすく
なったと考えられる。 
以上のことから、補修材に有機系の材料を用いず、付着界面にプライマーを
用いない場合、既設コンクリート補修界面の凹凸性状を算術平均粗さにより評
価し、得られた評価値を次式に代入することで、せん断付着強度の推定が可能
になると考えられる。 
 
𝜏𝑢 = 3.45𝑅𝑎𝑣𝑒 + 0.792 (𝑅
2 = 0.856) 
 
ここに、𝜏𝑢：せん断付着強度（N/mm2）、𝑅𝑎𝑣𝑒：算術平均粗さ（mm） 
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4.4 まとめ 
 「道路橋示方書 Ⅲ コンクリート編」により、圧縮強度 30 N/mm2のコンク
リートのせん断応力計算値は 4.0 MPaとなる。4点曲げ試験の実験結果から、
供試体 No.4（補修材厚 20mm）の境界面位置のせん断応力は 3.6 MPa 以上有
しており、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の一体性は十分であることが
明らかになった。 
 マンホール等管路施設の劣化部を対象とした樹脂系補修材による補修補強工
法には、補修材の合理的な補修厚を検討した。マンホール内壁厚 100mmと
し、合理的な補修厚は 12mmと考えられる。 
 黒原らの実験データから、比較的平滑な状態でプライマーを塗布しない供試
体の最大せん断力応力は 1.0 MPaとなり、プライマーの有無は供試体のせん断
応力が大きく影響を与える。実際の施工条件（コンクリート部材厚、チッピン
グ、プライマー、接着剤の有無など）に応じた、合理的な補修厚の算定を行う
ことが重要である。 
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第 5 章 結論 
5.1 4 点曲げ試験 
 
（1）樹脂系補修材の補強（供試体 No.1とNo.2～No.4を比べ）では、樹脂系補
修材の補修厚の増加に伴い、補修試験体の曲げ強度が大きくなりことが明らか
となっている。モルタル系補修材の補強（供試体 No.1 と No.5 を比べ）では、
補強効果が顕著に現れらない。 
 
（2）供試体 No.1～No.3、No.5について、各供試体とも破壊形態は引張破壊
を呈した。一方、供試体 No.4は、破壊形態はせん断破壊、補修材の引張抵抗
力により相異する破壊形態を示した。これは、樹脂系補修材はコンクリートよ
り高い耐荷力を有していることから、補修材の強度に達する前にコンクリート
が斜めひび割れを生じ、せん断破壊したと考えられる。 
 
（3）ひずみ測定結果より、供試体 No.2～No.4については、荷重が増加するに
つれて、中立軸を境にして引張側、圧縮側ともにひずみ増加している。供試体
No.5については中立軸を境にして引張側のひずみが増加しているが、圧縮側は
ひずみの増加がみられない結果となった。これら、モルタル補修材はコンクリ
ートの曲げ耐荷向上に影響が少ないと考えられる。 
 
（4）一般的にコンクリートは 200 𝜇𝜀程度でクラックが発生する．樹脂系補修
材により断面修復した供試体においては、補修材厚の増加につれ、引張側のひ
ずみが大きくなる。一般のコンクリートと比べ、樹脂層の破壊ひずみは 1000 
𝜇𝜀以上であるため、クラックの成長が抑制され、破壊するまで荷重が増加する
ことができる 
 
（5）AE発生頻度、時間、および荷重の関係を確認すると、供試体 No.4は、載
荷初期から多くの AE ヒットが記録されている。これは、急速度載荷により供試
体と載荷治具間の擦れに起因するものと、付着界面内に発生した微細ひび割れ
のクラック面が擦れることに起因するものが考えられる。 
 
（6）AE-SiGMA解析により、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の一体性は
十分に確保できることが明らかとなった。 
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5.2 曲げ耐荷挙動 
（1）「道路橋示方書 Ⅲ コンクリート編」により、圧縮強度 30 N/mm2のコン
クリートのせん断応力計算値は 4.0 MPaとなる。4点曲げ試験の実験結果か
ら、供試体 No.4（補修材厚 20mm）の境界面位置のせん断応力は 3.6 MPa以
上有しており、コンクリートと樹脂系補修材の境界面の一体性は十分であるこ
とが明らかになった。 
 
（2）マンホール等管路施設の劣化部を対象とした樹脂系補修材による補修補
強工法には、補修材の合理的な補修厚を検討した。マンホール内壁厚 100mm
とし、合理的な補修厚は 12mmと考えられる。 
 
（3）黒原らの実験データから、比較的平滑な状態でプライマーを塗布しない
供試体の最大せん断力応力は 1.0 MPaとなり、プライマーの有無は供試体のせ
ん断応力が大きく影響を与える。実際の施工条件（コンクリート部材厚、チッ
ピング、プライマー、接着剤の有無など）に応じた、合理的な補修厚の算定を
行うことが重要である。 
 
 
